
【共通様式】

評価指標
の達成状況

８年度実績と達成状況　※A：達成　B：未達成 前年度実績

令和８年度　消防局運営方針
（　所属長 ：山本　博文　）

「目標」「使命」及び「所属運営の基本的な考え方」

目標 市民が安心して暮らせる「災害に強いまち・安全な都市」をめざす。

６決算額 ７予算額 ８予算額

使命
市民の生命、身体及び財産を火災から保護するとともに、水火災又は地震等の災害を防除
し、及びこれらの災害による被害を軽減するほか、災害等による傷病者の搬送を適切に行う
ことで、市民に安全と安心を提供する。

経営課題１　高齢者の安全対策を主眼とした消防行政の推進

令和８年度
所属運営の
基本的な
考え方

大都市・大阪の安全・安心を担う消防局として、複雑多様化する災害や消防を取り巻く社会
環境の変化に的確に対応するべく、訓練や研修の充実などにより安全管理の徹底を図りつ
つ、特に高齢者の安全対策を主眼とした消防行政を推進するほか、市民等が利用する施設の
安全・安心と良質な救急行政サービスを確保するとともに、大規模災害への対応力の強化を
図る。

重点的に取り組む経営課題

課題認識
市民が日々の暮らしを営む住宅で起こる火災や事故等の発生件数を低減し、その被害を最小
限に抑えるため、特に高齢者が被害に遭う傾向が強い現状を踏まえ、その安全対策を主眼と
した施策を進める必要がある。

主な戦略
(課題解決の方策)

・高齢者に対する住まいの防火・防災診断や介護事業者等に対する研修など、住宅火災に関
する効果的な予防啓発の推進

・重大な消防法令違反がある共同住宅※に対する違反是正の徹底
　※　火災が発生した場合に特に人命危険の高い次の自動火災報知設備に係る違反がある共同住宅

　　　・建物の全部又は過半にわたって自動火災報知設備が未設置のもの　・地区音響装置の鳴動しないもの

・消火活動能力の向上

・住宅内事故※に関する効果的な予防啓発
　※　住宅内において、日常生活における事故や急病により、支援を必要とする事案

・住宅内事故に対応する消火隊、救助隊及び救急隊の連携強化

評価指標
（経営課題の解決に向けた
進捗度合を示した指標）

令和８年の住宅火災の発生件数及び住宅火災による高齢者の死傷者数を次の数値
（平成27年から令和６年までのそれぞれの平均値）以下に抑える。
・住宅火災件数　（住宅総数10万戸あたり件数）・・・・・23.4件/10万戸
・高齢者死傷者数（高齢者人口10万人あたり人数）・・・・10.1人/10万人

令和８年中に発生した重症者を伴う住宅内事故における消防隊の出場から傷病者接触までの
平均所要時間８分以内を維持する。

２百万円 ３百万円 ２百万円



【共通様式】

評価指標
の達成状況

８年度実績と達成状況　※A：達成　B：未達成 前年度実績

経営課題３　良質な救急行政サービスの確保

６決算額 289百万円

主な戦略
(課題解決の方策)

・救急需要増大時における体制確保

・救急安心センター※事業の推進
　 ※　医師の支援体制のもと、看護師が救急医療相談に24時間・365日対応する電話相談窓口

・応急手当の普及啓発
・救急活動の質の向上

評価指標
（経営課題の解決に向けた
進捗度合を示した指標）

７予算額 290百万円 ８予算額 279百万円

課題認識

481百万円

評価指標
（経営課題の解決に向けた
進捗度合を示した指標）

課題認識

映画館やスーパーマーケット、宿泊施設等の様々な集客施設が立ち並び、市民はもとより国
内外から多くの観光客等が訪れるという本市の地域特性はもちろん、特殊なビル火災をはじ
め、変わり続ける情勢を的確に捉えた火災予防施策を推進することにより、市民等が利用す
る施設の火災に対する安全性を高める必要がある。

主な戦略
(課題解決の方策)

・計画的な立入検査の実施と特定防火対象物※に対する徹底した違反是正の推進
　※　飲食店、宿泊施設、診療所等といった不特定多数の者が出入する建物（消防法第17条の２の５）

・特定防火対象物のうち防火管理者の選任が義務付けられているものに対する消防訓練指導
の徹底

・特定一階段等防火対象物※に対する火災予防推進
　※　避難するための直通階段が一つしか設けられていない等火災避難上の危険性が高い建物（消防法施行規則第23条）

293百万円

経営課題２　市民等が利用する施設の安全・安心の確保

６決算額 ７予算額 ８予算額481百万円

消防法令上安全性の高い特定防火対象物※1 の割合　85%以上
　※1　特定防火対象物のうち次の消防法令違反がないもの

　・防火管理者の未選任　・消防用設備等の未設置又は重大不備※2　・消防訓練の未実施

　※2 建物の過半にわたって消防用設備等が未設置（全部未設置を除く）のもの又は作動しないなど機能に著しい障害があるもの

高齢化の進展等により救急件数の増加が予測される中、救急需要対策など充実した施策の推
進と良質な救急活動の実施により、救命率の維持向上を図る必要がある。

評価指標
の達成状況

８年度実績と達成状況　※A：達成　B：未達成 前年度実績

発生時に市民等が居合わせた心臓疾患を原因とする心肺停止傷病者の１か月後社会復帰率※１

について、直近10年間※２の平均値を9.3％以上とする。
　※１　発生から1か月後に健康で正常な生活を営むことができる状態となる割合

　※２　平成29年～令和８年（暦年）



【共通様式】

今後の方針

自己評価
（運営方針全体
の定性評価）

課題認識

今後発生が危惧される南海トラフ巨大地震や風水害等の大規模災害に対し、市民一人ひとり
がこれに備え、発生時に的確に対応することができるよう、また、消防局が最大限にその役
割を果たすことができるよう、自助・共助・公助における災害対応力を強化する必要があ
る。

主な戦略
(課題解決の方策)

・市民に対する効果的な防火・防災に関する事業の推進
・高度で専門的な技術を有する地域防災リーダーの養成
・大規模災害に備えた消防職員の研修及び訓練

評価指標
（経営課題の解決に向けた
進捗度合を示した指標）

経営課題４　大規模災害への対応力の強化

６決算額 ３百万円 ７予算額 ３百万円 ８予算額 ３百万円

実践型防火・防災研修又は地域における防火・防災訓練を受けた市民に行ったアンケートに
おいて、防火・防災に関する知識・技術が高まったと回答した割合　80％以上

評価指標
の達成状況

８年度実績と達成状況　※A：達成　B：未達成 前年度実績


